
    「各種事務事業の取扱い」（その２）

15 商工・労働分科会  （工業振興）

ページ
事務事業

コード 各　種　事　務　事　業 分類 調　　　　整　　　　方　　　　針　　　　案

78 030201 産学共同研究事業 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

79 030202 産学共同研究成果報告 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

80 030203 各種学会・大会等補助金 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

81 030403 デザイン振興事業 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

82 030404 長岡造形大学デザイン連携事業 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

83 030405 デザインフエア開催事業 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

84 030101 地域産業技術開発支援事業 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

85 030102 ＩＳＯ９０００シリーズ等認証取得支援事業 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

86 030103 テクニカルアドバイザー事業（技術相談） 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

87 030106 新技術新製品開発資金融資事業 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

88 030107 設備資金融資、設備近代化促進事業 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

89 030207 外国人技術研修生受入れ事業支援 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

90 030301 見本市・展示会助成事業 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

91 030303 テクニカルアドバイザー事業（受注相談） 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

92 030308 受注促進のための情報発信事業 合併後に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

93 030105 信濃川テクノポリス開発機構支援 合併後に統一 長岡市の制度を基に統一する。ただし、合併年度は、現行どおりとする。

94 030206 産業交流フェアinにいがた 合併後に統一 長岡市の制度を基に統一する。ただし、合併年度は、現行どおりとする。

95 030208 産業交流会館支援事業 現行どおり 現行どおりとする。

96 030304 中小企業受注促進事業 現行どおり 現行どおりとする。

97 030310 長岡ものづくり基地研究会 現行どおり 現行どおりとする。

98 030701 産業展示室運営事業 現行どおり 現行どおりとする。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日
　

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０２ ０１

事業名

予算額
８，８００

(千円) 担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし
全域で実施するため、合併後は、枠の拡大が必
要である。

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町
長岡市の制度に統一する。

各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 産・学・官交流の推進 産学共同研究事業

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

長　　岡　　市

中小企業者等が行う新事業分野進出及び新技
術・新製品等の研究開発に対して支援するも
の。
①補助対象者
中小企業等と大学等の研究機関とで交際される
グループ
②補助対象経費
・謝金
・研究開発費
・事務費
③補助限度額
対象経費の2分の1以内（５００万円限度）

産学共同研究事業

地域産業の発展のために技術高度化・研究開発
型企業への移行を促進する。

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

中　　之　　島　　町 越　　路　　町
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０２ ０２

事業名

予算額
３９０

（千円） 担当課・係
工業振興課
工業振興係

（１）目的

（２）内容
①産学共同研究事業及び、フロンティアチャレ
ンジ事業の成果発表会の開催
②産学共同研究事業及び、フロンティアチャレ
ンジ事業の成果報告用ホームページ作成
③産学共同研究事業及び、フロンティアチャレ
ンジ事業の成果報告用パンフレット作成

長　　岡　　市
産学共同研究成果報告

産学共同研究事業の成果を広く情報発信し、他
の企業等に対してＰＲするもの。

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

商工・労働 工業振興 産・学・官交流の推進 産学共同研究成果報告

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

長岡市の制度に統一する。全域で実施するため、合併後は、枠の拡大が必
要である。

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０２ ０３

事業名

予算額
１，８００
（千円） 担当課・係

工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし

課　　　　　　題小　　国　　町

各種学会・大会等補助金事業

地域産業経済振興に係る各種関係団体に対し、
支援・参加することにより、地域産業の活性化
をさらに促進ため、市内各大学等に補助金を交
付する。

①補助対象者
市内の各大学等で、市内で開催される学会や大会
②補助対象経費
特に規定なし
③補助金の算定
基準額（事業費の10％）に、各補正率を乗じる。（限
度額交付額　2,000千円）

＊補正率・・・経済効果、食糧費等の総事業費に対
する割合、大会規模

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 産・学・官交流の推進 各種学会・大会等補助金

長岡市の制度に統一する。

長　　岡　　市

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

　全域で実施するため、合併後は、枠の拡大が
必要である。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０４ ０３

なし なし

（１）目的
デザインの活用により産業の振興を図る。

（２）内容
①デザイン情報紙の発行

②デザインネットワークの形成

なし なし なし

③案内誘導サインの標準化

本事業を全域に拡大し、実施する必要がある。

予算額
１５０
(千円)

担当課・係
国際文化課
デザイン振
興班

「デザイン長岡」を長岡市ホームページに掲載
し、デザイン情報を市民に提供する。

デザイン関連企業及び個人にネットワークの形
成を促すと共に、情報と交流の場を設けるな
ど、支援を行う。

長　　岡　　市

商工・労働 工業振興 地域産業のデザイン振興 デザイン振興事業

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

長岡市の制度に統一する。

調　整　方　針　案三　　島　　町 山　　古　　志　　村 小　　国　　町 課　　　　　　題
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０４ ０４

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 地域産業のデザイン振興 長岡造形大学デザイン連携事業

長　　岡　　市

予算額 １１４(千円) 担当課・係
国際文化
課・デザイン
振興班

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

②学生から同演習成果のプレゼンテーションを
受け、実施可能な提案を選択する。その後リデ
ザインするなどし、行政施策に活用する。

①同演習の課題、実施方法等について、合同で
検討を行う。

長岡造形大学の地域プロジェクト演習の成果
を、行政施策への活用を図る。

長岡市の制度に統一する。

調　整　方　針　案三　　島　　町 山　　古　　志　　村 小　　国　　町 課　　　　　　題
本事業を全域に拡大し、実施する必要がある。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０４ ０５

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし

デザインの活用による産業の振興と、豊かな市
民生活の創出。

デザインシティ長岡を目指し、ひとづくり、も
のづくり、まちづくりを主眼に、イベントを開
催する。
①主催
長岡デザインフェア実行委員会

予算額
５，０００
(千円)

担当課・係
国際文化
課・デザイン
振興班

長　　岡　　市

商工・労働 工業振興 地域産業のデザイン振興 デザインフェア開催事業

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

②開催期間
１０月４日、５日を中心に７月下旬から11月上
旬まで
③会場
長岡造形大学を中心に市内一円
④事業構成
実行委員会主催事業、市民企画事業、行政連携
事業

長岡市の制度に統一する。

調　整　方　針　案三　　島　　町 山　　古　　志　　村 小　　国　　町 課　　　　　　題
本事業を全域において、実施する必要がある。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日 

１５ ０３ ０１ ０１

事業名

予算額
４０，２７６

(千円)
担当課・係

工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

事業名
なし なし

予算額
５３３

（千円）
担当課・係

企画商工課
商工観光係

（１）目的

（２）内容

地域産業技術開発（フロンティアチャレンジ）事業

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

地域産業の技術高度化を推進するため、中小企業者等
が行う、新事業分野進出、新技術新製品開発等に対
し、予算の範囲内で補助金を交付する。

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

①補助対象者
長岡市内で営業を行っている中小企業者、中小
企業の任意グループ及び中小企業等協同組合で
下記に該当する者
・出版・印刷・同関連産業を除く製造業
・印刷業、製版業、製本業、印刷加工業及び印
刷に伴うサービス業
・ソフトウェア業
・情報処理サービス業
②補助対象経費
技術高度化及び新分野進出に要する研究開発費
（調査研究費、設備費、原材料費、設計費）
③補助限度額
対象経費の２分の１（4,000千円以内）

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

長　　岡　　市

商工・労働 工業振興 技術高度化・高付加価値化の推進 地域産業技術開発支援事業

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

　市町村の取り組みに相違があり、補助対象
者、補助限度額等の見直しが必要である。

長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

①補助対象者
町内に生産事業所を有する企業または団体
②補助対象事業
新製品、新素材、新製造法の開発研究、公害防
止技術の開発
③補助対象経費
原材料費、構築物、機械装置、工具器具の購
入、試作、改良、据付、借用、修繕に要する経
費
④補助率
補助対象経費の２分の１以内
⑤補助限度額
100千円上500千円以内
⑥審査
専門委員の意見を徴する。

地域産業の新技術、特産品、民芸品等の開発研
究を行う者に対して補助金を交付し、町内産業
の振興に資する。

地域産業開発研究事業
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日 

１５ ０３ ０１ ０２

事業名

予算額
３，９５０
（千円）

担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし
　全域で実施するため、合併後は、枠の拡大が
必要である。

　長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

ＩＳＯ９０００シリーズ等認証取得支援事業

調　整　方　針　案課　　　　　　題

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町
ＩＳＯ９０００シリーズ等認証取得支援事業

三　　島　　町

①補助対象者
長岡市市内に本社、支社、事業所及び研究所並
びにこれらに類する部門を有する中小企業者
で、国及び県から同一規格のＩＳＯ9000シリー
ズ等の認証取得について、補助金交付を受けて
いない者
②補助対象経費
・専門家派遣に要する経費
・内部監査員養成費
・審査登録機関に支払う経費
③補助率等
対象経費の2分の1以内（395千円限度）

国際標準化機構（ＩＳＯ）規格は、これまで大
企業を中心にして取得が進んできたが、中小企
業においてもその気運が高まっている。長岡市
内の中小企業の品質の一層の向上と、地球環境
に対する意識改革をねらいとして、認証取得を
支援し、国際競争力のある企業の育成、集積を
進める。

各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 技術高度化・高付加価値化の推進

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

山　　古　　志　　村 小　　国　　町
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日 

１５ ０３ ０１ ０３

事業名

予算額
3，１２３
（千円） 担当課・係

工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし ・全域で実施するため、合併後は、アドバイ
ザーの対応（対象業種、業務内容等）を検討
する必要がある。

長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

技術相談及び受注相談に対応するため、業界に
精通し、技術の専門知識を有する非常勤嘱託員
のテクニカルアドバイザーを委嘱するもの。

なし

①勤務内容
主に企業訪問により無償で技術相談や技術指導
等を行う。

②勤務日数
各自２週間に５日勤務　（１日６時間）

小　　国　　町三　　島　　町 山　　古　　志　　村

テクニカルアドバイザー事業（技術相談）

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 技術高度化・高付加価値化の推進

越　　路　　町長　　岡　　市 中　　之　　島　　町

調　整　方　針　案課　　　　　　題

ﾃｸﾆｶﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業（技術相談）
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日 

１５ ０３ ０１ ０６

事業名

予算額
５８，８１０

(千円) 担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町
・全域で実施するため、合併後は、枠の拡大が
必要である。
・ペイオフ解禁が平成17年4月1日に予定されて
いることから、ペイオフ実施時に、制度の見直
しが必要である。

長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

長　　岡　　市

なし

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

新技術や新製品の研究開発を行う市内企業に対
し、研究に必要な資金を融資し、地域産業の先
端技術及び高度技術にすることを目的とする。

各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 技術高度化・高付加価値化の推進 新技術新製品開発資金融資事業

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

①融資対象者
市内に事業所を有し、（財）信濃川テクノポリ
ス開発機構の債務保証制度を受けたもの。
　
②資金使途
新技術・新製品開発のために必要な資金

③融資限度額　　25,000千円

④融資利率　　　1.7％

⑤償還期間
８年以内（据置１年以内を含む）

新技術新製品開発資金融資事業
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日 

１５ ０３ ０１ ０７

事業名

予算額
３３，９８０

（千円） 担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

なし なし
・全域で実施するため、合併後は、枠の拡大が
必要である。
・ペイオフ解禁が平成17年4月1日に予定されて
いることから、ペイオフ実施時に、制度の見直
しが必要である。

長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。なし

設備資金融資事業

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

（１）目的
経営基盤の強化、また創業のために設備投資を
行う小規模事業者及び創業者に対し、必要な資
金を融資し、地域産業の促進することを目的と
する。
（２）内容
①融資対象者
市内に事業所を有する小規模事業者や創業者
で、（財）新潟県中小企業振興公社の設備資金
貸付制度を受けたもの。

②資金使途　　　　　設備資金

③融資限度額
40，000千円（所要資金の２分の１以内）
ただし、１年以上５年未満の創業者　60,000千
円

④融資利率　　　1.9％

⑤償還期間
８年以内（据置１年以内を含む）

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 技術高度化・高付加価値化の推進 設備資金融資、設備近代化促進事業

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０２ ０７

事業名

予算額
７３０

（千円）
担当課・係

工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし

課　　　　　　題小　　国　　町

外国人技術研修生受入れ支援事業

日中両国における鋳造、縫製技術者間の交流拡
大を図り、技術移転と経済交流を促進するとと
もに、本市の基幹産業である鋳物・アパレル業
界の活性化に寄与する。

①外国人技術研修生受入れ事業支援補助金を交
付する。
・対象経費
非実務（座学）研修に要する経費、講師謝金、
通訳謝金、研修教材費、翻訳料など
・補助金額
各団体の研修生の受入れ人数に応じ、補助金を
交付する。
　　　　　1～9人：30,000円
　　　　10～29人：100,000円
　　　　30～49人：200,000円
　　　　50人以上：300,000円
　
②座学研修会場（市有施設）を無償で提供

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 産・学・官交流の推進 外国人技術研修生受入れ事業支援

長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

長　　岡　　市

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

・全域で実施するため、合併後は、枠を拡大す
る必要がある。
・交付基準の見直しが必要である。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０３ ０１

事業名  

予算額
８００

（千円）
担当課・係

工業振興課
工業振興係

なし    
なし

（１）目的  

（２）内容  

事業名

予算額
５０

（千円）
担当課・係

産業課
産業振興係

なし なし

（１）目的

長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

調　整　方　針　案

①補助対象者
製造業を営む市内中小企業者等
＊日本標準産業分類（平成５年総務庁告示60
号）に該当する出版者社・印刷・同関連産業を
除く
　
②補助対象事業
市外で開催される見本市等に出展する事業

③補助対象経費
見本市等の出展小間料（消費税及び地方消費税
含む）

④補助金の額
補助対象経費の２分の１以内（８万円限度）

三島町の物産展示及びPR.製造業者の知力向上
をはかることを目的とする。

（２）内容
①補助対象事業
先進地視察及び産業まつりにおける三島町の物
産の展示PR

②補助金の額
定額５万円

③交付申請者
三島町商工会（窓口）

製造関係事業補助金

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 小　　国　　町 課　　　　　　題
①市町村の取組みに相違がある。
②全域で実施するため、合併後は、枠を拡大す
る必要がある。

大 項 目 （分科会） 中 項 目

見本市等出展支援事業

各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 販路の拡大と受注促進

小 項 目

 

見本市・展示会助成事業

 

受注促進、販路拡大を目指す市内中小企業者等
が、見本市等への出展する際の小間料に対し補
助金を交付するもの。

中　　之　　島　　町 越　　路　　町長　　岡　　市
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０３ ０３

事業名

予算額 ０(千円） 担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし
長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

テクニカルアドバイザー事業（受注相談）

受注相談及び技術相談に対応するため、業界に
精通し、技術の専門知識を有する非常勤嘱託員
のテクニカルアドバイザーを委嘱するもの。

①勤務内容
主に県外企業を訪問するなど受発注情報の収集
を行い、市内企業に対し情報を提供し、受注の
促進を図る。

②勤務日数
各自２週間に５日勤務。（１日６時間）

※技術高度化、高付加価値化の推進（テクニカ
ルアドバイザー技術相談）で予算計上

・全域で実施するため、合併後は、枠の拡大が
必要である。
・対象業種、アドバイザーの業務内容等を検討
する必要がある。

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 販路の拡大と受注促進 テクニカルアドバイザー事業（受注相談）

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

中　　之　　島　　町 越　　路　　町長　　岡　　市
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０３ ０８

事業名

予算額
８９４

（千円）
担当課・係

工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし

①平成１４、１５年度に開設した、企業情報
ホームページ「テックナガオカ」のデータ更新
及び保守管理
②「テックナガオカ」を市外の企業に広く周知
するためのＰＲ用パンフレットの作成及び発送

中　　之　　島　　町

長岡の伝統的な「ものづくり技術」をＰＲする
場として、県内外で見本市等が開催されている
が、市場に認知されるまでにかなりの時間を要
するなどの理由から、思うようにＰＲできない
中小企業が多数ある。
このため、地域産業の集積特性や中小企業が持
つ固有技術等の「長岡ものづくり技術」を広く
ネット上で情報発信することにより、ビジネス
チャンスを創出し、新たな販路の開拓と受注量
の確保を図り、地域産業の振興を推進する。

長　　岡　　市
受注促進のための情報発信事業

越　　路　　町

長岡市の制度に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

全域で実施するため、合併後は、データベース
の追加等が必要である。

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 販路の拡大と受注促進 受注促進のための情報発信事業

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日 

１５ ０３ ０１ ０５

事業名 事業名

予算額
１６，７５９

(千円) 担当課・係
工業振興課
工業振興係

予算額 ０（千円） 担当課・係
商工観光課
商工振興係

（１）目的 （１）目的

（２）内容

（２）内容

事業名

予算額 ０（千円） 担当課・係
商工観光課
商工振興係

（１）目的

（２）内容

①基本財産・基金へ出資（11,100千円）

②会議等への出席

（財）信濃川テクノポリス開発機構の運営につ
いて協力支援する。

信濃川テクノポリス開発機構支援事
なし

調　整　方　針　案課　　　　　　題
・各市町の取組みに相違がある。

（財）信濃川テクノポリス開発機構の運営につ
いて協力支援

長岡市の制度を基に統一する。ただし、合併年度
は、現行どおりとする。

①基本財産・基金へ出資（4,700千円）

②会議等への出席

小　　国　　町

なし

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 技術高度化・高付加価値化の推進 信濃川テクノポリス開発機構支援

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町

なし

信濃川テクノポリス開発機構支援事

三　　島　　町

「三セク派遣法」が平成14年4月から施行と
なった。ノーワークノーペイの原則から、市の
業務に従事しない派遣職員の給与は、市が負担
せず、派遣先において負担することとしている
ため、派遣先への財政支援方針の決定に基づ
き、派遣先へ補助金を交付する。

①派遣団体への財政支援方針の決定に基づき、
派遣先へ補助金を交付する。派遣職員の人件費
見積（個人別年間計算書）により、２名分を交
付している。

②基本財産・基金へ出資（818,000千円）

③会議等への出席

山　　古　　志　　村
信濃川テクノポリス開発機構支援事
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０２ ０６

事業名 事業名 産学交流フェアinにいがた

予算額
１，６９０
（千円）

担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし
予算額

３０（千
円）

担当課・係
企画振興課
商工観光係

（１）目的

（２）内容 等

事業名 産学交流フェアinにいがた
なし なし

　 　 　 　

各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 産・学・官交流の推進 産学交流フェアｉｎにいがた

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

「産学交流フェアinにいがた」の開催
（隔年開催）

大学等の研究室と地域企業との交流会を開催
し、技術・情報等の相互発信の交流を行う。
・期日：平成１５年１１月１２日（水）
・会場：ハイブ長岡
・内容
 パネル展示（大学１００小間、企業１００小
間）
 新製品・新技術紹介（１０小間）
 プレゼンテーション（９企業等）
 基調講演

三　　島　　町 小　　国　　町山　　古　　志　　村

長　　岡　　市
産学交流フェアinにいがた

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

調　整　方　針　案課　　　　　　題
　長岡市の制度を基に統一する。ただし、合併
年度は、現行どおりとする。

予算額 担当課・係
３０（千

円）
産業課

産業振興係

　平成17年度以降のフェアの開催については、
関係団体（財）信濃川テクノポリス開発機構等
と協議しながら、今後の開催方法、負担の見直
し等について、方向性を決定する。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０２ ０８

事業名

予算額 114,615(千円) 担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし

長岡産業交流会館は、地域内外の産業展示会や
工業技術に関する研究成果発表等を開催する経
済・文化の交流拠点であり、会館の円滑な運営
を進めるため、財政支援を行うことにより地域
産業の発展に寄与する。

①ハイブ長岡の長期借入償還金を助成する。
②外構維持管理に係る経費を補助する。

産業交流会館支援事業

長　　岡　　市

商工・労働 工業振興 産・学・官交流の推進 産業交流会館支援事業

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

　長岡市の事情を考慮する必要がある。

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町
現行どおりとする。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０３ ０４

事業名

予算額
３，５００
（千円）

担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし
現行どおりとする。

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町
・長岡市及び関係団体の事情を考慮する必要が
ある。

越　　路　　町長　　岡　　市

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

商工・労働 工業振興

中小企業受注促進事業

経済のグローバル化による厳しい競争や、地元に関係の深い大
手企業の破綻の影響による下請企業の廃業・倒産等が懸念され
る中、受注量の確保と受注先の多角化を図るため、長岡市の中
小企業の持つ高度な加工技術や優れた開発製品を積極的に紹介
し、新市場の開拓や受注機会の拡大、各種情報収集や企業間交
流を推進するもの。

①受注促進キャンペーン
ダイレクトメール及び市内企業からの情報により、受
注促進キャンペーンを行う。
②中小企業テクノフェア２００４出展
中小企業テクノフェア2004へ出展し、市内企業の持つ
高度な加工技術や優れた開発製品を積極的に紹介し、
受注機会の拡大を図る。
③有力企業招へい事業
県外有力企業を招へいし、市内企業視察、意見交換会
等を行い、企業間交流や受注促進を図る。
④受注の情報化推進への取り組み
受注ホームページを最新企業情報に更新する。

中　　之　　島　　町

販路の拡大と受注促進 中小企業受注促進事業

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０３ １０

事業名

予算額
９１４（千

円）
担当課・係

工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし
　現行どおりとする。

長岡ものづくり基地研究会

長岡ものづくり基地研究会

長　　岡　　市

調　整　方　針　案課　　　　　　題

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

小　　国　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

ものづくりのさらなる創出、地域産業の活性化
を図り、地域の産業界の新たな進むべき方向性
を模索するため、「長岡ものづくり基地推進
会」を立ち上げて、各種団体・企業・学術機関
等から生の声を聴き、本音を語り合う場を設定
し、実効性の伴う組織づくりをめざす。

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

製造業の活性化を推進するため、その牽引役と
して平成15年度に立ち上げた「ものづくり基地
研究会」で、活性化策検討のための調査研究
や、新たな加工技術の共同研究等を行う。

各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 販路の拡大と受注促進
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 9日

データ基準日 平成16年 4月 1日

１５ ０３ ０７ ０１

事業名

予算額 １０,３６０(千円)  担当課・係
工業振興課
工業振興係

なし なし

（１）目的

（２）内容

なし なし なし
現行どおりとする。

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
商工・労働 工業振興 地場産業の育成 産業展示室運営事業

長　　岡　　市

①管理運営業務委託（受付事務等）
②賃借料
③展示品修繕料、消耗品
④展示品保守点検管理業務委託

長岡市産業展示室運営事業

長岡産業展示室は、歴史ある長岡の産業の歩みを
ビジュアルに紹介している施設であり、遠方からの
来訪者はもとより、地元市民からも長岡のまちを再
認識してもらっている。長岡の産業の歴史とおもな
産業のＰＲをすることにより長岡の一層の産業振興
に寄与するものである。（ハイブ長岡１階）

中　　之　　島　　町 越　　路　　町
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